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 本県の建築物除却工事に際し、コンクリートブロック造躯体の目地等のモルタルの中からア

スベスト検出という稀有な事象があった。アスベスト除去には関係法令に則った作業方法が必

要であるが、アスベスト含有モルタルの法的位置付けが明確でないこと、コンクリートブロッ

ク躯体の目地等のアスベスト除去方法が確立されていないことから対応に苦慮した。そこで、

関係法令やマニュアル・資料調査により、法的整理を行った上で関係機関と協議を重ねた。合

わせて、解体工事団体及び設計事務所を交えた技術的な検討により、アスベスト除去方法の作

業仕様を定めた。 
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1.  はじめに 

(1)   アスベストの使用分野 

アスベスト（石綿）は、天然の繊維状珪酸塩鉱物の総

称で、クリソタイル、アクチノライト、アモサイト、ア

ンソフィライト、クロシドライト及びトレモライトに分

類される。1)アスベストの特性として、繊維状で、耐熱

性に優れていること、曲げや引張りに強い、耐薬品性に

優れていること等があり、1950年代以降から工業原料と

して広範多岐に使用されてきた。1)そして、わが国のア

スベスト消費量のうち、約93％を建材製品が占めており

（1995年度時点）、また、使用分野では、建造物材料が

約９割を占めている。1)アスベストは吹付け石綿として

直接壁、天井、柱、梁等に吹き付けられたほか、石綿ス

レートや石綿セメント板として床材、壁材、天井材、軒

天材、防火壁材等に用いられてきた。1) 

 

(2)   アスベストの健康影響 

 アスベストの繊維は極めて微細（0.02μm～）であり

空気中に浮遊したものを人が吸引した結果、肺等に沈着

し、健康被害が生じることが確認されている。アスベス

トにばく露して引き起こされる疾患としては、じん肺

（石綿肺）、肺がん、悪性中皮腫、良性石綿胸水（胸膜

炎）、びまん性胸膜肥厚等がある。1)特に中皮腫は石綿

ばく露から20～50年の長い潜伏期間の後に発症するため、

日本では、1990年代以降、中皮腫死亡者数が急激な増加

傾向にある。1)中皮腫発生の８割程度は、アスベストに

起因するといわれている。1) 

 

(3)  アスベストの法規制 

 アスベストに係る法規制は、石綿製造工場等における

労働者の健康障害予防のため、1960年に「じん肺法」が

制定された。1)その後、1995年の労働安全衛生規則の改

正により、吹付け石綿除去作業の事前届出、石綿含有率

１％超まで規制拡大、また、建築物の解体等に伴う労働

者に石綿ばく露防止措置を強化するため、石綿障害予防

規則（平成17年厚生労働省第21号。以下「石綿則」とい

う。）が2005年に制定、2006年に石綿則が改正され、規

制対象が石綿含有率0.1％超に拡大された。そして、石

綿の飛散による大気汚染を防止するため、1989年に大気

汚染防止法（昭和43年法律第97号。以下「大防法」とい

う。）の改正により、石綿製品製造工場に対する規制導

入、1996年の改正により、吹付け石綿が使用されている

建築物の解体等の作業に対する規制が始まった。さらに

1991の廃棄物の処理及び清掃に関する法律の改正に伴い、

「廃石綿等」が特別管理産業廃棄物に指定された。その

後、大防法は、2006年、2013年に、石綿則は2008年、

2011年、2014年、2018年に所要の改正が行われ、2020年

に石綿含有仕上塗材及び石綿含有成形板等に対する規制

の拡大、事前調査結果の報告の義務付け、作業記録の作

成・保存の義務付け等の見直しが行われた。 

2.  本件のアスベスト概要 

(1)   建築物の概要 

 今回、本県で1960年代に建築された補強コンクリート

ブロック造平屋建て１棟当たりの延べ面積約220㎡の長



屋住宅を除却することとなった。現況は写真-1のとおり

である。 

 

写真-1 除却する建築物の状況 

 

なお、本建築物の構造は、鉄筋コンクリート造の布基

礎の上に１つW40cm×D15cm×H20cm程度の中空状コン

クリートブロック（以下「ＣＢ」という。）に鉄筋を縦

横に配置した上で目地及び空洞にセメント等を充填し、

ＣＢ躯体壁として高さ２ｍ程度まで積上げた後、構造補

強として、壁の上部を鉄筋コンクリート造の臥梁で頭つ

なぎをした構造である。屋根は、軽量とするため鉄骨の

トラス組の上に木造の垂木や野地板を設け、鉄板葺きを

している。ＣＢの表面自体は粗面であるため、表面をモ

ルタル塗布により平滑にし、外壁側は仕上面が凹凸状の

リシン吹付けで仕上げている。 

 

(2)   アスベスト検出部位 

 アスベストは繊維が極めて微細で、建材中に重量比

数％程度で混入されているものが多いため、目視では有

無を判別することはできない。したがって、現場で建材

試料を採取し、専門の試験機関で分析調査を行うことが

一般的である。1960年代～1980年代の同様の建物では水

回りの壁・天井や軒天の建材にけい酸カルシウム板やフ

レキシブルボード（繊維強化セメント板）が使われてい

ることが多く、経験上、当該建材はアスベストが含有さ

れているケースが大半であるため、アスベスト含有建材

として想定していた。今回、それ以外にアスベスト分析

調査によりアスベスト（クリソタイル）の含有が判明し

た部位を以下及び図-1のＣＢ造標準断面図に示す。 

a) ＣＢ表面に塗布されたモルタル 

 ＣＢの外壁側、内壁側とも塗布されており、内壁側は

厚さ数cm程度であるが、外壁側は何層かに塗分けられ

ており、合計厚さ10cmにもなる。躯体に開けられた煙

突穴から見た断面状況は写真-2のとおりである。 

b) ＣＢの目地等のモルタル 

ＣＢを積み上げた際に目地に充填されたモルタルであ

る。通常、目地へのモルタル充填と空洞へのモルタル充

填は一連の作業で行われるため、空洞のモルタルにもア

スベストが含有されている可能性が高い。 

c) コンクリート基礎及び土間に塗布されたモルタル 

 鉄筋コンクリート造の布基礎の屋外面や玄関・犬走の

土間コンクリート表面を化粧仕上げするために塗布され

た厚さ数cm程度のモルタルである。 

d) 内装の石膏ボード類に塗布されたモルタル 

 住戸内の間仕切壁の石膏ボード類の裏表に塗布された

厚さ数cm程度のモルタルである。 

 

図-1 ＣＢ造標準断面図 

 

 

写真-2 モルタルとＣＢの断面状況（煙突穴） 

 

(3)   アスベスト含有の背景 

 これまで、除却工事においてモルタルの中からアスベ

ストが検出された事例は記録が無く、稀有な事象であっ

た。2004年厚生労働省発表「左官用モルタル混和材中の

石綿の含有について」において、市販のモルタル混和剤

の中にアスベストが混入されているものがあることが報

告されているが、その他に記載されている資料は僅かで

ある。なお、モルタル混和剤とは、モルタル塗布の作業

性を高めるため、現場でモルタルを練る際に細骨材、セ

メント及び水以外に加える添加剤である。作業性の観点

モルタル 
ＣＢ 

リシン吹付 



から仕上モルタルに混和剤が加えられたことは想定でき

るが、強度に関わる目地等にアスベストが加えられた理

由は定かでない。また、モルタルは本来、躯体の平滑性

を高めるためや躯体と窓等の取り付け部材との隙間を充

填するためのものであり、今回、外壁側に厚さ10cmも

のモルタルが塗布されていたことは異例である。 

 なお、アスベスト繊維はモルタルとともに固形化され

ているため、切断等しない限り飛散する恐れは低い。 

 

3.  アスベスト規制法令の整理 

(1)  アスべスト含有モルタルの法的位置付け 

 建築物からアスベストを除去する場合、大防法及び石

綿則による作業基準に則らなければならない。その具体

的な作業方法は建材の種類により、区分されている。 

そこでまず、建材の分類を整理する必要がある。法令

には詳細な建材名は記されていないため、厚生労働省と

環境省が共同でアスベスト規制を網羅的にまとめた「建

築物の解体等に係る石綿ばく露防止及び石綿飛散漏えい

防止対策徹底マニュアル」（以下「マニュアル」とい

う。）を参照した。 

 

表-1 アスベスト含有建材の種類1) 

 

アスベスト含有建材の具体例は表-1のとおりである。

大防法で規制対象となるアスベスト含有率0.1%（重量比）

を超える建材を特定建築材料という。また、そのうち石

綿含有成形板等の部位ごとの使用例は表-2のとおりであ

る。 

表-2 石綿含有成形板等の使用例 

 

いずれも吹付け石綿、断熱材といった現場で吹付け施

工するもののほか、けい酸カルシウム板、押出成形セメ

ント板といった工場で製造される成形品が殆どであり、

モルタルや混和剤として現場で適時注入するアスベスト

についての記述はなかった。しかし、法令の目的からア

スベスト含有率0.1％を超える建材は規制対象となるた

め、法的位置付けを整理する必要があった。 

a) 大防法上の位置付け 

石綿含有成形品等（大防法施行規則別表第７の４）は

「石綿を含有する成形板その他の建築材料（吹付け石綿、

石綿含有断熱材等及び石綿を含有する仕上塗材を除く）」

と定義されており、他に適当な項目がないことから「そ

の他の建築材料」として本号に該当するものとした。 

b) 石綿則上の位置付け 

 石綿含有成形品（石綿則第６条の２）は「成形された

材料であって石綿等が使用されているもの（石綿含有保

温材等を除く）」と定義され、大防法のように「等」で

読める部分がなく、適用されるか否かが明確でないこと

から、所管行政庁と協議した結果、石綿含有成形品の扱

いとした。 

 アスベスト含有建材は除去の際の発塵性に応じて、い

わゆるレベル１からレベル３まで分類されているが、成

形品等はレベル３に該当するものであり、アスベストの

発塵性が比較的低い部類となる。 

 

(2)  作業基準の整理 

 マニュアルにはモルタルの記述がないことから、当然、

それに対応した作業方法の例示も皆無であった。そこで、

関係法令による必須事項を整理した。 

a) 大防法の作業基準 

石綿含有成形品等は、原則、切断、破砕等することな

くそのまま建築物等から取り外すこととされているが、

技術上著しく困難なときは除去する材料を薬液等により

湿潤化することとされている。本件は外壁一面にＣＢと

モルタルが固着されており、モルタルを切断等せずに原

形のまま取り外すことは不可能であったため、後段の基

準を適用することとした。その他、大防法では除去後の

作業場内の粉塵の清掃が必要となるが、石綿含有成形品

等の中では比較的発塵性が高い けい酸カルシウム板第

１種の切断等を行う場合を除いて、作業場の隔離養生

（負圧不要）は求められていない。 

b) 石綿則の作業基準 

 石綿則も同様に原則、石綿含有成形品を建築物から除

去する作業の場合、切断等以外の方法によることとされ、

石綿等を切断等する場合は、石綿等を湿潤な状態なもの

としなければならないとされている。その他、労働者に

呼吸用保護具及び作業衣を使用させること、石綿等を運

搬するときは確実な梱包をすること、作業に使用した器

具等の清掃が必要となる。なお、大防法同様に作業場の

養生は求められていない。 

①外壁・軒天
スレートボード、スレート波板、窯業系サイディング、押出成形
セメント板、けい酸カルシウム板第１種
②屋根
スレート波板、住宅屋根用化粧スレート
③内壁・天井
スレートボード、スラグせっこう板、パーライト板、パルプセメン
ト板、けい酸カルシウム板第１種、せっこうボード、ロックウール
吸音天井板、ソフト巾木
④床
ビニル床タイル、長尺塩ビシート、フリーアクセスフロア板
⑤煙突
セメント円筒
⑥その他
セメント管、ジョインシート、紡織品、パッキン



4.  アスベスト技術資料の調査 

(1)  石綿含有成形品の知見 

 今回、整理した「石綿含有成形品」は、石綿則では

2020年10月に大防法では2021年４月に規制が始まったも

のであり、それまでは除去方法が明文化されていなかっ

た。したがって、一般的に認知度が高い吹付け石綿等に

比べると除去方法に関する技術的な知見も蓄積が少ない

状況といえる。 

 

(2)  その他通知の調査 

前述のマニュアルのほか、厚生労働省や環境省等の

公的機関が発出した通知や技術的助言等の調査を行った

が、アスベスト含有モルタルへの対処方法が記載された

ものは見当たらなかった。 

 

(3)  既往論文の調査 

公的研究機関や民間研究所等で研究された事例がな

いか既往論文を調査した。その中でレベル３建材解体時

の気中濃度測定に関する研究、石綿含有成形板の破砕試

験による飛散係数の推計、薬剤量による粉塵飛散量に関

する研究等の論文が見当たった。しかしながら、一般的

な建材であるけい酸カルシウム板やフレキシブルボード

（繊維強化セメント板）等の工場製品を対象とした調査

結果しかなく、アスベスト含有モルタルについて研究ま

たは調査した論文は見当たらなかった。 

 

5.  アスベスト除去方法の検討 

(1)  作業方法の検討過程 

ＣＢ造でのアスベスト含有モルタルの除去は、先例

となることから、法令での必須事項に安全対策を付加す

ることと、今後、除却対象となる同構造の建築物が多く

あり、同様の事象も想定されるため、本件に特化したも

のではなく一般化できるよう除去作業に係る標準的な仕

様を定める方針とした。 

a) あらかじめ除去する建材 

 一般に石綿含有建材は、躯体等の解体に先立って、あ

らかじめ除去することとされており、通常の解体作業と

同様にあらかじめ除去できる建材は除去することとした。

具体的には、コンクリート面に塗布された厚さ数cmのモ

ルタルや内装のボード状のモルタル、軒天のけい酸カル

シウム板で手作業（電動工具を含む）で除去または取り

外せるものは、湿潤化または作業場所を隔離養生（負圧

不要）の上、除去することとした。 

b) 切断等に用いる機材 

 ＣＢに塗布されたモルタルについては、相当の厚みが

あること、目地にもモルタルが塗布されており空洞にも

アスベストが含有されている可能性が高いことから、石

綿含有建材をあらかじめ除去することが著しく困難な作

業といえ、作業の安全性と合理性を考慮し、ＣＢとアス

ベスト含有モルタルを一体的に切断等することとした。

そのため、直接、手作業（電動工具を含む）で行うこと

は著しく困難であるため、重機等を使用することとした。

切断方法として、解体用重機（バックホウ）を用いる案

と湿式ウォールソー（切断する建材にガイドレールを固

定し、水をかけながら回転刃で切断する機材）を用いる

案の２案を軸に検討した。なお、法令には石綿含有建材

の切断方法に関する規定は無い。 

c) 湿潤化の方法 

 マニュアルでは薬液等による湿潤化が記述されており、 

薬液等とは水または粉塵飛散抑制剤のことをいう。粉塵

飛散抑制剤は噴霧すると粉塵を吸着する性質があり、吹

付け石綿除去作業中の粉塵飛散防止等に用いられること

が多いが、レベル３作業では一般に用いられることは少

ないため、仕様書では薬液等の種類は指定しないことと

した。なお、湿潤化の代替措置として作業場内を隔離養

生（負圧不要）する方法が認められているが、１棟ごと

シートで取り囲む場合、側面は単管足場を組むことで対

応できるが、上部は架構が最小でも10ｍもの大スパンに

なることから、技術的に困難なため採用しなかった。 

d) 場内の養生方法 

 作業場内の養生は法的には求められていないが、風等

による粉塵飛散の影響を最小限に抑えるため、通常、建

物高さ同程度の高さの覆いとするところ、建物高さの

1.5倍程度の高さの単管足場を設置し、側面を防炎シー

トで囲むこととした。また、作業場外への粉塵飛散も一

定程度抑えられるものと考える。 

e) 床の養生方法 

 一般的にアスベスト除去を行う場合、地面等にこぼれ

落ちた石綿等の清掃を容易にするため、床面にビニルシ

ートを敷設した上で作業を行うが、今回、ビニルシート

のみだとＣＢの塊が落下した時に破れる可能性があるた

め、ビニルシートの上に合板を敷き詰めることとした。 

f) 余剰水の処理 

 一般的にＣＢに散水すると空隙が多いため、大半は吸

収してしまうと考えられるが、石綿等の湿潤化のために

大量の水を使用する場合、吸収できなかった余剰水が発

生する可能性がある。一般の解体であれば、地中に水が

しみ込んでも環境への影響はないが、今回、余剰水にア

スベストが含まれる可能性があるため、余剰水は貯めて、

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃掃法」と

いう。）に則った処分をすることとした。粉塵混入水は、

廃掃法上、汚泥の扱いとなるが、汚泥の含水率が85％を

超えると処分できないため、一旦、ノッチタンクに貯め

て、固形物を沈殿させて処理することとした。 

g) 気中粉塵濃度の測定 

 養生や湿潤化の上、作業をしても止むを得ず粉塵が飛

散する可能性があるため、作業中の空気中の粉塵濃度を

測定することとした。一般に気中アスベストの測定は、

吸引機器を１日４時間程度、定点固定し吸引した試料を



分析機関に持ち込み分析する必要があるため、結果が出

るまでタイムラグが生じることから、リアルタイムで数

値が表示されるデジタル粉塵計を用いる方法と併用する

こととした。 

 

(2)  所管行政庁との協議 

 素案を作成した後、マニュアル等に例示のない作業方

法であったため、石綿則を所管する労働基準監督署（労

働局）、大防法所管部署及び廃掃法所管部署と個別に複

数回、協議を行った。いずれも法令に抵触するような内

容の指摘はなかった。 

 

(3)  技術的な検討 

 概略の素案で法的な検討を行ったが、実際に施工する

にあたり、技術的な部分を詰めた上で設計する必要があ

るため、技術的な検討を行った。 

a) 解体工事団体の意見 

 実際に解体工事を行っている経験から技術的観点及び

費用面について解体工事に関わる団体に意見を伺った。

団体からは、建築物の上部をシートで被う要否やウォー

ルソーでＣＢを切断等する際の基礎との分離方法につい

て等の技術的な意見があった。また、概算見積を徴取し

たところ費用面では同じ建物規模で重機を用いる案とウ

ォールソーを用いる案では、重機を用いる案の方が優位

との意見であった。 

b) 基本設計案の決定 

 切断等に重機を用いる案（以下「１案」という。）と

ウォールソーを用いる案（以下「２案」という。）を比

較しどちらの案を採用するか検討した。費用面及び工期

面では１案の方が優位であり、２案は一度に切断するＣ

Ｂの大きさにもよるが、ガイドレールの付け替え等に手

間がかかり費用及び工期とも１案の数倍程度要する可能

性があった。また、安全面で２案は切断中にＣＢ壁が倒

壊しないよう固定する必要があるが、ＣＢ自体はそれ程

強固ではないため、固定方法に課題があり、作業員の安

全性が担保できるか懸念されたため、総合的に判断し、

１案を基に実施設計を進めることとした。 

c) 実施設計の委託 

 通常、同規模の長屋住宅の除却工事は、比較的定型的

なものであるため、直営で設計積算を行っている。今回、

特殊な作業方法が含まれており、技術的な検討を要する

ことから、実施設計を設計事務所へ委託することとした。

設計事務所からは、高層となる足場の自立方法や取り囲

み範囲、余剰水の集約のための釜場の設置等の技術的な

提案がなされた。 

d) アスベスト含有分析調査の実施 

設計の中でアスベスト含有分析調査を委託した。従前

の調査により、モルタルの各部位から一定のアスベスト

の検出は判明していた。 

アスベスト分析調査には定性分析法と定量分析法があ

り、まず定性分析法でアスベスト自体の有無を判別した

上で、定量分析法で含有率を判定することとなる。定性

分析法にもJIS A 1481-1（以下「１法」という。）とJIS  

A 1481-2（以下「２法」という。）があり、各々、分析

方法が異なる。１法は、基本的に試料の形状を崩さずに

実体顕微鏡及び偏光顕微鏡で目視によりアスベスト繊維

にみられる物性かどうか判別する方法であり、層状に構

築されている建材のアスベスト分析に向いているが、法

令の規制対象外である0.1％以下のアスベストが検出さ

れることが許容されている。偏光顕微鏡によるアスベス

ト検出例を写真-3に示す。図中、丸で囲まれた繊維が偏

光顕微鏡に写ったクリソタイルである。 

一方、２法は試料を混合・粉砕するため、層別分析は

できないが、X線回析計及び位相差顕微鏡により機械的

に判別するため、分析者により結果に差異が生じにくい

と言われている。X線回析法は試料の回析ピークがアス

ベストの種類ごとの回析ピークの波形パターンと近似し

ているか判別する方法である。クリソタイルが検出され

た回析パターン例を図-2に示す。 

 

写真-3 偏光顕微鏡によるアスベストの検出例 

 

 

図-2 X線回析法による回析パターン例 

 

従前の調査は、層状の建材の含有部位を判別するため

１法で実施していたが、１法のJIS規定では「無検出か

ら５％までの範囲の結果に基づいて重大な決定をする必
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要がある場合は、定量的方法による試料分析を行うのが

妥当である」とあり、今回、調査方法の特性を考慮して、

外壁、内壁、土間の各部位について２法及び定量分析法

（JIS A 1481-3）で、モルタルの追加調査を行うことと

した。結果として、いずれの試料もアスベスト（クリソ

タイル）の含有が確認され、含有率は３％前後であった。

よって、本建築物に使用されているモルタルはほぼ全て

の部分に規制量以上のアスベストが含有されていると判

断した。 

 

6.  アスベスト除去方法の要点 

 以上の経過を踏まえ、アスベスト除去の作業仕様を定

めた。概ねの作業手順を以下に、設計図の一部を図-3に

示す。 

(1)  養生方法 

a) 高さ６ｍ以上の足場で除却建物を囲み、外周部に防

炎シートを設置 

b) 解体範囲の床にシート及び合板を敷き詰め、余剰水

集約用の釜場を設置 

 

(2)  石綿含有建材等処理 

a) 住棟軒下等を隔離養生（負圧不要）し、軒天のけい

酸カルシウム板を手ばらしで撤去、基礎立ち上がり等の

モルタルは斫り機で撤去 

b) 内部のモルタルが塗布されたボード類は、室内を締

め切り、湿潤な状態としながら手ばらしで撤去 

c) 躯体等は、電動ファン付き半面マスク及び保護衣を

装着した作業員により、湿潤な状態としながら、重機で

切断面ができるだけ大きくなるよう切断・破砕 

d) 作業中は場内・場外の粉塵濃度をデジタル粉塵計及

び定点観測により測定（10本/L以下を確認） 

e) 基礎周辺部の土壌は、規制値以上のアスベストが検

出された場合は、石綿含有建材と同様に処分 

 

(3)  石綿含有建材等処分方法 

a) 石綿含有建材は安定型処分 

b) 余剰水は吸引、貯留、ろ過した上で石綿含有汚泥(管

理型)として処分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 仮設計画断面図 

7.  おわりに 

本件は、アスベスト除去作業に係る法的規制を中心と

した整理から、具体的な建築物除却の実施設計を通じて、

除去方法に係る作業仕様を定めたものである。その検討

過程の中でモルタル混和剤のアスベストは一般的に認知

されている材料であるものの法的な位置付けが明確では

ないことが判明した。また、モルタルはその性状から躯

体等の解体に先立ちあらかじめ除去することが著しく困

難なケースがあり、今回位置付けたレベル３建材は比較

的発塵性が低いことから法令で義務付けられている内容

は限定的であった。ゆえに、法令の趣旨をくみ取った安

全性の確保と標準化を考慮した合理性の確保に腐心する

こととなった。 

アスベスト規制は健康影響が懸念され始めた1960年に

始まり、2006年に含有製品の製造禁止、近年は国民の関

心の高まりとともに年々、除去作業の規制が強化されて

いる。石綿則では2020年10月より大防法では2021年４月

より石綿含有成形板等に係る措置が定められ、両法で

2023年10月より有資格者による解体前の事前調査が義務

付けられる。アスベストの９割以上は建材に使用されて

いたこと、今後、高度経済成長期に建設された建築物の

老朽化に伴う解体の増加が見込まれていることに加え、

法改正によりこれまで未知の部分のアスベスト処理が求

められるケースが想定される。よって、昨今、アスベス

ト対策に関する正確な知識は建築技術者にとって必要不

可欠なものとなっている。そのような背景の中、本稿は、

具体例を基にアスベスト対策を網羅的にまとめた側面も

あるため、今後のアスベスト対策の知見の一部となると

ともに若手職員を中心に知識の習得の一助になれば幸い

である。 
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